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********************************************************************************************* 

[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇「工場の塗料爆発」金属塗装工場で火災 煙立ち込め騒然 けが人なし 福島 

＜テレビュー福島 2022年 11月 18日＞ https://newsdig.tbs.co.jp/articles/-/207248?display=1 

17日夜、福島県伊達市の金属塗装工場で火事があり、周辺には煙が立ち込め、一時騒然としました。 

井上和樹アナウンサー「火災発生からおよそ1時間経ったんですが、あちらの建物からは白煙が空高く依然として

上がっています。そして辺りには焦げ臭いにおいが充満しています。」 

17日午後7時すぎ、伊達市保原町の金属塗装工場で、「工場の塗料が爆発している」と消防に通報がありました。 

火は、およそ3時間半後に消し止められ、鉄骨一部2階建ての工場が半焼しました。 

警察によりますと、出火当時、工場には6人の作業員がいましたが、けが人はいませんでした。 

火事があった工場は、阿武隈急行保原駅から直線でおよそ500メートル離れた工業地帯にあり、現場は一時騒然と

しました。 

---------- 

◇倉庫が全焼 隣の工場にも延焼 6時間半後に鎮火 埼玉・羽生市 

＜FNNプライムオンライン 2022年 11月 20日＞ https://www.fnn.jp/articles/-/447546 

埼玉県で倉庫が全焼する火事があった。  

19日午後 6時半ごろ、埼玉・羽生市にある倉庫で火事があった。  

火はおよそ 6時間半後に消し止められたが、倉庫が全焼したほか、隣の工場にも燃え移った。  

けが人はいなかった。  

最初に倉庫近くの段ボールが燃えていたという目撃情報もあり、消防などが調べている。 

---------- 

◇厚木の車両部品工場で火事 けが人なし 

＜カナロコ 2022年 11月 20日＞ https://www.kanaloco.jp/news/social/case/article-951434.html 

 ２０日午後７時１５分ごろ、厚木市下川入の工場から火が出ていると１１０番通報があった。車両部品の製造

工場で、けが人はなかった。厚木署が原因を調べている。 

 署によると、出火当時は工場内に１人いたが、逃げて無事だった。現場は工場と住宅が混在する地域。 

-------------------- 

◇その他の事故、事件 

・消費生活用製品の重大製品事故:リコール製品で負傷事故等(電動アシスト自転車、バッテリー(リチウムイオン、

電気掃除機用)、自転車) 
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＜消費者庁 2022年 11月 18日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/031177/ 

   https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms202_221118_01.pdf 

特記事項: 

・ヤマハ発動機株式会社が販売した電動アシスト自転車用バッテリー(「電動アシスト自転車」として公表)のリ

コール(回収・交換) 

・ロワ・ジャパン有限会社が輸入したバッテリー(リチウムイオン、電気掃除機用)のリコール(回収・返金) 

・ピープル株式会社が輸入した自転車のリコール(保護パーツの無償配布) 

１．ガス機器・石油機器に関する事故：該当案件なし 

２．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因が疑われる事故 ：10 件 

（うち電動アシスト自転車２件、バッテリー（リチウムイオン、投光器用）１件、電子レンジ１件、 

温水洗浄便座１件、扇風機１件、温水式浴室換気乾燥暖房機１件、 

バッテリー（リチウムイオン、電気掃除機用）１件、照明器具１件、自転車１件） 

３．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因か否かが特定できていない事故：４件 

（うち電気毛布（敷毛布）１件、照明器具（ソーラー充電式、屋外用）１件、自転車１件、 

花火（手持ち花火）１件） 

---------- 

・ワカメ産地偽装で家宅捜索 徳島、中国産を「鳴門産」 

＜共同通信 2022年 11月 17日＞ https://www.47news.jp/news/8583675.html 

中国産ワカメを「鳴門産」と偽って表示、販売したとして、徳島県警は 17日、食品表示法違反(虚偽表示)の疑い

で、徳島市の卸売業者「ヤマニフーズ」(福田英貴代表)の事務所や代表者の自宅など関係先を家宅捜索した。徳

島県は同日、食品表示法に基づき、ヤマニフーズに対し表示の是正や原因究明などを指示したと発表した。 

---------- 

・ジブリパークで販売の炭酸飲料に異物混入 

＜共同通信 2022年11月18日＞ https://www.47news.jp/news/8589170.html 

 愛知県長久手市にあるジブリパークの運営会社は18日、パーク内で販売された炭酸飲料に、紙片状の異物が混

入していたと発表した。健康被害は確認されていない。同じ工場で製造された該当ロットの商品を撤去し、自主

回収する。 

-------------------- 

◇事故・事件対策、措置、訴訟等 

・一般社団法人免研アソシエイツ協会に対する景品表示法に基づく措置命令について 

＜消費者庁 2022年 11月 18日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/030912/ 

消費者庁は、本日、一般社団法人免研アソシエイツ協会に対し、同法人が供給する「免研糖鎖機能性食品 G」と

称する食品等 10商品に係る表示について、それぞれ、景品表示法に違反する行為(同法第 5条第 1号(優良誤認)

に該当)が認められたことから、同法第 7条第 1項の規定に基づき、措置命令を行いました。 

 

・一般社団法人免研アソシエイツ協会に対する食品表示法に基づく指示について 

＜消費者庁 2022年 11月 18日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/030940/ 

消費者庁は、本日、一般社団法人免研アソシエイツ協会に対し、同法人を表示責任者として販売する食品(商品名

「免研糖鎖エキスプレミアム LD」ほか 5商品)について、食品表示法第 4条第 1項に規定する食品表示基準に違

反する表示を行っていたことから、同法第 6条第 1項の規定に基づく指示を行いました。 

 

・「新型コロナの予防」の健康食品やチラシ 消費者庁が免研アソシエイツ協会に措置命令 

＜TBS NEWS DIG 2022年 11月 18日＞ https://newsdig.tbs.co.jp/articles/-/208090?display=1 

新型コロナ予防に効果があるなど根拠が無い表示をしてサプリメントなどを販売したとして、消費者庁が大阪の

健康食品販売会社に措置命令を出しました。 
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景品表示法に基づき再発防止などを求める措置命令を受けたのは、大阪市の健康食品販売会社「免研アソシエイ

ツ協会」です。 

消費者庁によりますと、「免研アソシエイツ協会」は「自己治癒力アップコロナ終息?」「難病改善に!!」などとう

たってサプリメントなど 10種類を販売していましたが、いずれも合理的な根拠がないと判断したということで

す。 

消費者庁によりますと、「免研アソシエイツ協会」は「措置命令を真摯に受け止め再発防止に努める」などとコメ

ントしています。 

消費者庁は、「新型コロナ予防に根拠のあるサプリメントや特定の食品はない」として注意を呼びかけています。 

-------------------- 

□大災害、原発事故対策 

[福島原発事故] 

・独立した見解で「安心感与える」 IAEA、処理水放出検証 

＜共同通信 2022年11月18日＞ https://www.47news.jp/news/8588299.html 

 東京電力福島第1原発にたまり続ける処理水の海洋放出を巡り、2月に続いて2回目の安全性検証を実施した、国

際原子力機関（IAEA）のカルーソ原子力安全・核セキュリティー局調整官が18日、東京都内で記者会見し「国際

基準で科学的な確認をし、独立した見解を出す」と述べた。報告書は来年初めに公表するとし、「日本社会や各

国に安心感を与えるのではないか」と語った。 

 カルーソ氏が率いた調査団は14日からの検証活動で、放出時に測定すべき放射性物質の種類を東電や経済産業

省と議論したほか、16日には第1原発を視察した。 

-------------------- 

[原子力施設全般] 

・「核のごみ」処分場はどこへ 北海道の 2町村に続く自治体なく 

＜朝日新聞 2022年 11月 17日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQCK669SQCKULFA008.html 

 核のごみ（原発から出る高レベル放射性廃棄物）の最終処分場の選定に向けた全国初の文献調査が、北海道の

2町村で始まって 17日で 2年をむかえた。道知事が調査に反対で、次の調査に進むのは難しい。地域に分断をも

たらす処分場の候補地に名乗りを上げる自治体は他にない。原発回帰を強める岸田政権に、「後始末」の問題が重

くのしかかる。 

     ◇ 

 寿都（すっつ）町と神恵内（かもえない）村で行われている文献調査は、20年程度に及ぶ選定プロセスの第 1

段階にあたる。調査に応じた自治体には最大 20億円の交付金が出る。   

 文献調査は火山や地震などの論文やデータを集め、不適地を除外する作業だ。事業主体の原子力発電環境整備

機構（NUMO）は、これまでに約 760点の資料を集めたという。 

 経済産業省は、月内にも文献調査の評価基準を議論する審議会を初めて開く。調査終了の目安となる 2年は過

ぎたが、「さらに数カ月はかかる」（経産省幹部）見込みだ。 

 今後の焦点は、ボーリングで地質などを調べる「概要調査」に移るかどうかだ。最終処分法に基づき、概要調

査に入る前には両町村長と北海道知事に意見を聴く。国は「市町村長や知事の意見に反して先へ進まない」とし

ている。 

 NUMOは 2021年 4月から両町村でそれぞれ住民向けの「対話の場」を計 23回開き、地層処分の内容を説明した

り、専門家が講演したりしてきた。ただ、メンバーは約 20人に限られる。寿都町では個別に住民向けの勉強会も

開くが、参加者は少ない。15日夜に寿都町で開かれた対話の場の後、片岡春雄町長は「対話の場や勉強会に出る

人は少ない。気をつかって調査を話題にする町民が少ない」と嘆いた。 

 背景には文献調査への賛否についての分断がある。片岡氏が 20年 8月に調査への応募検討を表明すると、町は

賛成派と反対派に二分された。21年 10月の町長選では片岡氏が反対派の前町議を破り 6選したが、得票率は 56%

にとどまった。 

 片岡氏は、文献調査に応募する自治体が続かないことが問題だとも指摘する。「10カ所ぐらい手を挙げ、全国

的に（核のごみについての）勉強が始まると、寿都町民も気兼ねなく勉強会に参加してもらえる」 
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 町は概要調査に進む前に賛否… 

 
----- 

・「早く仲間がほしい」 核のごみ調査で分断された町の叫び 

＜朝日新聞 2022年 11月 18日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQCK6TXDQCKULFA00W.html 

 「核のごみ」（原発から出る高レベル放射性廃棄物）の最終処分場選定に向けた全国初の文献調査が、北海道寿

都町と神恵内村で始まって 17日で 2年。両町村では「対話の場」が続くが、住民の議論が深まったとはいえず、

次の概要調査に進むかは不透明だ。両町村の関係者からは、あとに続く自治体が出ず、全国的な議論に発展しな

いことへの不満の声が上がる。 

 15日夜、寿都町の総合文化センター「ウィズコム」。事業主体の原子力発電環境整備機構（NUMO）と町が開い

た「対話の場」の終了後、会場のボードにはびっしりと付箋（ふせん）が貼られていた。この日の議題だった「町

づくり」について、住民代表の 15人の委員が出した意見だ。 

 「概要調査に進まなければ町づくりの話ができない」「文献調査、概要調査をしっかりやるべき。良いか悪いか

はそれから判断すべき」。産業や観光、インフラへの考えだけでなく、調査への支持もあった。 

〈核のごみ〉 原発の使用済み核燃料から出る高レベル放射性廃液をガラスで固めて金属容器に入れた「ガラス

固化体」のこと。放射線量が十分に減るまでに 10万年程度かかるとされる。国は 2000年に特定放射性廃棄物最

終処分法を定め、これらを地下 300メートルより深い場所に数万年以上埋める「地層処分」をすることを決めた。

処分場の選定プロセスは 20年に及び、文献調査（2年）、実際に地面を掘る概要調査（4年）、地下施設をつくる

精密調査（14年）と続く。02年から文献調査受け入れの公募を始めた。 

 対話の場は、NUMOが昨年 4月に寿都町と神恵内村で始めた。寿都町ではこれまでに 13回開き、専門家の講演

や視察を通して地層処分や原子力について学んできた。ただ、委員は町議や産業団体の代表らで構成され、推進

派が多い。開始当初、委員の人選や NUMOが主催することについて反対派が反発し、数人が退任した経緯もある。 

 対話の場とは別に町は住民向けの勉強会も開くが、参加は低調という。片岡春雄町長は 9月、報道陣に「本州

方面で文献調査に手を挙げるところがなく勉強会がやりにくい。仲間が増えることによって、町民が勉強できる

雰囲気をつくりたい」と語り、国や NUMOに「早く仲間をつくってほしい」と注文した。 

賛否で二分された町 

 町民の分断も背景にある。片岡町長が 2020年 8月に文献調査への応募検討を明らかにした後、町は賛否に二分

された。ある町民の男性は「今も分断は続いている。町が元に戻るには調査をやめるしかない」。 

 国は概要調査に進む前、両町… 

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[状況] 

◇省庁発表 
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・新型コロナウイルス感染症の患者の発生について（検疫）  

＜厚生労働省 2022年 11月 20日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_29288.html 

・新型コロナウイルス感染症の現在の状況について（令和４年 11月 20日版） 

＜厚生労働省 2022年 11月 20日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_29287.html 

---------- 

◇マスコミ報道 

・国内感染、新たに９万５４２人 前週比１万人増―新型コロナ 

＜時事ドットコム 2022年 11月 19日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2022111900432&g=soc 

 

・コロナ第 8波、年内にもピークか 重症者、死者が増加傾向 

＜共同通信 2022年 11月 17日＞ https://www.47news.jp/news/8583742.html 

 新型コロナウイルスの新規感染者数が 10万人前後の日が続き、流行「第 8波」入りしたとみられる中、厚生労

働省に対策を助言する専門家組織が 17日、会合を開いて「高齢者の感染者数が増加し、重症者数と死者数も増加

傾向にある」とする分析をまとめた。脇田隆字座長は会合後の記者会見で、オミクロン株派生型「BA・5」が主流

となっている現在の流行のピークが年内にも到来する可能性に言及した。 

 厚労省の集計によると、16日までの直近 1週間に報告された全国の感染者数は前週比 1.24倍で、山口以外の

46都道府県で増えた。増加率が高かったのは 1.46倍の高知や 1.39倍の山梨など。 

-------------------- 

[対策・予防] 

◇省庁発表 

・新型コロナ・インフル同時流行対策タスクフォースページを更新しました 

＜厚生労働省 2022年 11月 18日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k3ZIdZY0jTbzM5UBY 

・新型コロナウイルス感染症対策に係る各医療機関内の病床の確保状況・使用率等の報告を掲載しました。 

＜厚生労働省 2022年 11月 18日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=o0Z4RaYEvQbDA6QxY 

・新型コロナウイルスに関する受診・相談センター／診療・検査医療機関等の情報を更新しました 

＜厚生労働省 2022年 11月 18日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=E_bI9Ra0DbZzswuBY 

・「新型コロナウイルス・季節性インフルエンザの同時流行に備えた対応」を更新しました。 

＜厚生労働省 2022年 11月 18日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=g2ZYZYYknSbjI5oRY 

・保健・医療提供体制確保計画 

＜厚生労働省 2022年11月18日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/newpage_00062.html 

・都道府県の医療提供体制等の状況（医療提供体制等の負荷・感染の状況）についてを更新しました。 

＜厚生労働省 2022年11月18日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/newpage_00035.html 

・「療養状況等及び入院患者受入病床数等に関する調査について」を更新しました 

＜厚生労働省 2022年11月18日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/newpage_00023.html 

---------- 

◇ワクチン、検査薬、治療薬等 

・モデルナ社のオミクロン株対応２価ワクチンに関する情報を更新しました 

＜厚生労働省 2022年 11月 18日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=A-bY5QakHaZjow6RY 

----- 

・接種後死亡「会場の体制に問題」 アレルギー治療すべき事案と指摘 

＜共同通信 2022年 11月 17日＞ https://www.47news.jp/news/8583464.html 

 愛知県愛西市の集団接種会場で、新型コロナウイルスのワクチン接種後に女性が死亡した問題で、当時の現場

対応を審議していた県医師会は 17日、アナフィラキシー（重いアレルギー反応）を強く疑い治療すべき事案であ
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り「現場で早期に（治療に使う）アドレナリンの筋肉注射をすべきだった」とする検証結果を発表した。「接種会

場の体制に問題があった」と指摘した。 

 死亡したのは飯岡綾乃さん（42）。夫英治さん（45）は「原因も責任の所在も、全てがあいまいだ」と批判した。 

 飯岡さんは高血圧や糖尿病の基礎疾患があった。接種と死亡の因果関係は、厚生労働省の専門部会などで検証

する。 

 

・「基礎疾患ある人は大学病院で」と県医師会 

＜共同通信 2022年 11月 17日＞ https://www.47news.jp/news/8583621.html 

 ワクチン接種後に女性が死亡した問題で、愛知県医師会は、女性に糖尿病や高血圧などの基礎疾患があったと

明らかにし「基礎疾患がある人は大学病院など設備の整った施設での接種を考慮すべきだ」と指摘した。 

 

・「何一つ解明されず」怒り 愛知 ワクチン死亡女性の夫 

＜共同通信 2022年11月17日＞ https://www.47news.jp/news/8584562.html 

愛知県愛西市で新型コロナウイルスワクチン接種後に死亡した飯岡綾乃さん(42)の夫英治さん(45)は17日、県医

師会の検証結果発表を受けて開いた記者会見で怒りをあらわにした。 

----- 

・東京でBA・5対応ワクチン接種の男性死亡 

＜共同通信 2022年11月18日＞ https://www.47news.jp/news/8587757.html 

 東京都青梅市は18日、新型コロナウイルスワクチンの集団接種で、70代男性がオミクロン株派生型「BA・5」対

応ワクチンを接種した直後に体調が急変し、死亡したと発表した。基礎疾患があり、接種と死亡の因果関係は不

明としている。 

---------- 

◇マスコミ報道 

・東京都、コロナ警戒度を引き上げ 専門家「感染再拡大」 

＜共同通信 2022年 11月 17日＞ https://www.47news.jp/news/8583412.html 

 東京都は 17日、新型コロナのモニタリング会議を開いた。新規陽性者の 7日間平均（16日時点）は約 8千人

で 3週続けて増加し、入院患者や重症者も増えているとして、専門家は「感染が再拡大している」と指摘。感染

状況に関する独自の警戒度を 1段階引き上げ、上から 2番目とした。 

 オミクロン株の派生型「BA・2.75」など、新たな変異株の割合が増加傾向にあることも報告。東京 iCDC（東京

感染症対策センター）の賀来満夫所長は「インバウンド（訪日客）の影響はある」と述べた。 

 感染拡大を受けて都は 17日、現在約 5千のコロナ病床数を約 7千に引き上げるよう各医療機関に要請した。 

********************************************************************************************* 

[3] 健康安全 

◇「もっと野菜を食べよう」野菜摂取量の見える化の取組結果について 

＜農林水産省 2022年 11月 18日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/nousan/ryutu/221118.html 

野菜の日（8月31日）に関する特別企画として、手指のカロテノイドを測定することで日頃の野菜摂取状況が把握

できる測定機器を、8月18日（木曜日）から9月30日（金曜日）まで農林水産省内に設置し、当省職員及び来庁者

の野菜の摂取量を測定しました。本取組の結果を取りまとめましたので、公表します。 

1.取組の趣旨 

健康づくりの指標である「健康日本21」（厚生労働省）において、成人1人1日当たりの野菜摂取目標量は、カリ

ウム、食物繊維、抗酸化ビタミン等の適量摂取が期待される量として350g以上とされています。しかし、現状は

平均280g程度と約7割の人が目標量に達していませんが、これは必要量を正しく把握できていないことが理由の一

つと考えられます。 

そこで、野菜の日（8月31日）の特別企画として、手指のカロテノイドを測定することで日頃の野菜摂取状況が把

握できる測定機器を、8月18日（木曜日）から9月30日（金曜日）まで農林水産省内に設置し、日頃の食生活に適
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量の野菜を取り入れることが習慣となるような機会を作りました。今般、当省職員及び来庁者向けに実施した取

組結果を公表します。 

2.取組に使用した機器 

〇測定機器は、人の体内で合成できず野菜と果物からの摂取が多い「カロテノイド」を手指の皮膚から測定し数

値化することで、野菜の摂取状況を見える化するものを使用しました。 

〇農林水産省の職員向けにはベジメータ（株式会社 LLCジャパン）を、来庁者向けにはベジチェック（カゴメ 株

式会社）を使用しました※。 

  ※ 農林水産省の職員には期間中に複数回の測定を前提として、その結果の推移を個人ごとに記録するため、ID

等の個人情報の入力が可能なベジメータを使用し、来庁者には個人情報の入力が不要なベジチェックを使用しま

した。 

▶職員向け：ベジメータ（(株)LLCジャパン） 

▶来庁者向け：ベジチェック（カゴメ(株)） 

ベジメータ ベジチェック 

3.取組結果（概要） 

【職員向け】 

1．全体のベジスコア※1の変化 

全体の結果をみると、1回目のベジスコアの平均は約389（野菜305g程度）で、一般成人の平均（野菜280g）より

も高く、2回目以降の平均※2は約430（野菜340g程度）と、41ポイント（野菜35g程度）上昇し、目標摂取量350g

に近づきました※3。 

また、ベジスコア5類型でみると、特にA（野菜摂取量350g以上）の割合も23.1%から39.5%に上昇し、Dの割合が13.5%

から6.8%と約7ポイント減少しました※3。 

   ※1 ベジメータは、ベジスコア0～1,200の数値で表示するとともに、それらをA～Eの5類型（A＝444～1,200、

B＝355～443、C=287～354、D=0～229）で表示します。野菜摂取量350gはベジスコア444に相当します。   

   ※2 2回以上測定した人の場合には、最も高いベジスコアを使用しました。 

   ※3 ただし、1回目に比べて2回目の参加者が少ないことに留意する必要があります。 

2．意識の変化 

事前アンケートの結果と事後アンケートの結果を比較すると、質問「野菜を摂取するよう心がけていますか？」

に対し、事前アンケートでは「とてもそう思う」「そう思う」は合わせて51.5%だったものが、事後アンケートで

は61.6%と、約10ポイント増加しました。※ 

   ※ ただし、事前アンケートに比べて事後アンケートの回答者が少ないことに留意する必要があります。 

【来庁者向け】 

設置期間のうち土日祝日を除く30日間の集計結果は、測定回数は合計3,338回となり、野菜摂取レベルの平均は5.6

（野菜280g程度）で、約7割の人が目標量（350g以上）に達していない結果でした。これは、一般成人の平均とほ

ぼ同じ結果です。 

4.農林水産省内食堂・売店連携企画「もっと野菜を食べよう！」 

本取組の結果の公表と合わせ、更なる野菜の摂取を推進するために、農林水産省内の食堂・売店と連携し、一定

量の野菜が摂れる食堂・売店の定番メニューを紹介します。なお、11月21日（月曜日）から11月25日（金曜日）

（ただし、23日（水曜日）を除く）まで、一部の食堂では数量限定の特別メニューや、野菜を増量したメニュー

を提供いたします。来庁される皆様は是非ご利用ください。 

添付資料 

野菜摂取量の見える化の取組結果 

   https://www.maff.go.jp/j/press/nousan/ryutu/attach/pdf/221118-3.pdf 

食堂・売店連携企画「もっと野菜を食べよう！」チラシ 

   https://www.maff.go.jp/j/press/nousan/ryutu/attach/pdf/221118-4.pdf 

********************************************************************************************* 

[4] 温暖化対策関係 
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◇COP27、会期延長 合意文書めぐりなお隔たり 「交渉は危機に」 

＜朝日新聞 2022年 11月 18日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQCL7D4GQCLULBH006.html 

 エジプトで開かれている国連気候変動会議（COP27）で 18日、議長国のエジプトは産業革命前からの気温上昇を

1・5度に抑える目標や、石炭火力発電の段階的削減などの合意案を示した。しかし、主張の隔たりが大きく、焦

点となっている温暖化による「損失と被害」の救済のための基金の設立も見通せない。18日までの会期は延長が

決まった。 

 国連のグテーレス事務総長は 17日夜、「交渉は危機に瀕（ひん）している。先進国と途上国の信頼関係は崩壊

している」と懸念を示し、「今ここで、変化をもたらすチャンスがある。迅速に行動することを強く求める」と呼

びかけた。 

 エネルギー危機で、世界が化石燃料に依存する動きが出ている中、脱炭素に向けた対策を加速できるかが注目

されてきた。合意案では昨年の COP26を踏襲し、世界で目指すことにした「1・5度目標」が盛り込まれている。

ただ、関係者によると、中国は「努力目標に過ぎない」と反発しているという。 

 また、損失と被害の救済に特…  

---------- 

◇太陽光パネル義務化に備え、支援策を先行実施 東京都、年明けから 

＜朝日新聞 2022年 11月 18日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQCK76KHQCKOXIE02T.html 

東京都は太陽光パネル設置を進める企業や個人への新たな支援策を来年1月に始める方針を固めた。費用約300

億円を含む今年度補正予算案を 12 月定例都議会に提出する。都は、2025 年度から新築建物に対するパネル設置

の義務化をめざしており、円滑な制度開始に向けた環境整備の狙いがある。 

 都への取材で分かった。支援策には、これまでパネルの取り扱いがなかった住宅メーカーへのパネル調達・試

験施工費の補助や、蓄電池設置費に対する個人向け補助の積み増しなどを盛り込む。 

 都は、戸建て住宅を含む全国初のパネル設置義務化をめざしている。ただ、設置費用の負担などを懸念する声

があるため、支援策を先行実施する。相談窓口の設置などで周知も進める。 

---------- 

◇異常事態、川に戻るサケが激減なぜ? 温暖化の影響を指摘する識者 

＜朝日新聞 2022年 11月 18日＞ 

https://www.asahi.com/articles/ASQCJ4S6WQC2ULUC011.html?iref=comtop_7_07 

 盛岡市の中心部を流れる中津川は、サケが遡上（そじょう）する清流として知られている。例年 9月下旬から

11月ごろに見られるが、今年は川にサケがほとんどいない。何が起きているのか。 

 中津川は北上川の支流で、太平洋側の宮城県石巻市の河口から約 200キロ離れている。県庁所在地の中心を流

れながら、夏にはアユが釣れる。そして、秋になると、里帰りしたサケを橋の上から眺める人たちの姿が風物詩

となってきた。 

 しかし、長年、遡上するサケを観察する盛岡市の松本静毅さん（69）によると、この数年は減少傾向が続き、

今年は「圧倒的に少ない」。遡上するサケはメスよりもオスが多く、1匹のメスに何匹ものオスが群がる。2年前

までそうした風景が見られたが、今年は一度も見ていないという。 

 中津川では過去にもサケが姿… 

********************************************************************************************* 

[5] 環境安全関係 

◇（仮称）いすみ市沖洋上風力発電事業に係る計画段階環境配慮書に対する環境大臣意見の提出について 

＜環境省 2022年 11月 18日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00821.html 

********************************************************************************************* 

[6] エネルギー関係 

◇ガス事業法及び独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構法の一部を改正する法律（法律第 80号） 

   [官報] 令和 4年 11月 18日 号外 第 246号 6頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221118/20221118g00246/20221118g002460006f.html 

あらまし 
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◇ガス事業法及び独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構法の一部を改正する法律（法律第 80号）（経済産

業省） 

一 ガス事業法の一部改正関係 

１ 液化天然ガスの調達の要請 

経済産業大臣は、ガスの安定供給の確保に支障が生じ、又は生ずるおそれがある場合において、ガスの製

造の用に供する液化天然ガスの調達が特に必要であり、かつ、独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構

（以下「機構」という。）以外の者による調達を困難とする特別の事情があると認めるときは、機構に対し、

当該液化天然ガスの調達を要請することができるものとした。（第一〇六条の二関係） 

２ ガスの使用制限等 

㈠ 経済産業大臣は、ガスの需給の調整を行わなければガスの供給の不足が国民経済及び国民生活に悪影響

を及ぼし、公共の利益を阻害するおそれがあると認められるときは、その事態を克服するため必要な限度

において、政令で定めるところにより、ガス小売事業者若しくは一般ガス導管事業者（以下「ガス小売事

業者等」という。）からガスの供給を受ける者に対し、その使用するガスの量の限度を定めて、ガス小売事

業者等が供給するガスの使用を制限すべきこと又はガス小売事業者等から新たにガスの供給を受けようと

する者に対し、新たに供給を受けるガスの量の限度を定めて、ガス小売事業者等から新たにガスの供給を

受けることを制限すべきことを命じ、又は勧告することができるものとした。（第一〇六条の三第一項関係） 

㈡ 経済産業大臣は、２の㈠の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、ガス小売事

業者等からガスの供給を受ける者に対し、ガス小売事業者等が供給するガスの使用の状況その他必要な事

項について報告を求めることができるものとした。（第一〇六条の三第二項関係） 

３ 罰則 

２に係る違反行為をした者について罰則を措置するとともに、罰則規定について所要の改正を行うことと

した。（第二〇〇条第一一号及び第二〇一条第七号等関係） 

二 独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構法の一部改正関係 

１ 業務の範囲 

機構は、一の１の規定による液化天然ガスの調達を行うことができるものとした。（第一一条第二項第三号

関係） 

２ 区分経理 

二の１に掲げる業務について、区分経理を規定することとした。（第一二条第一号関係） 

３ 長期借入金及びエネルギー・金属鉱物資源債券 

機構は、二の１に掲げる業務に必要な費用に充てるため、長期借入金をし、又はエネルギー・金属鉱物資

源債券を発行することができるものとした。（第一四条第一項関係） 

三 附則関係 

１ この法律の施行に伴う所要の経過措置を定めることとした。（附則第二条及び第三条関係） 

２ 関係法律について所要の改正を行うこととした。（附則第四条及び第五条関係） 

３ この法律は、公布の日から起算して二月を超えない範囲内において政令で定める日から施行することとした。 

********************************************************************************************* 

[7] その他省庁発表 

◇一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（法律第 81号） 

   [官報] 令和 4年 11月 18日 号外 第 246号 7～45頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221118/20221118g00246/20221118g002460007f.html 

あらまし 

◇一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（法律第 81号）（内閣官房） 

一 一般職の職員の給与に関する法律の一部改正関係 

１ 専門スタッフ職俸給表及び指定職俸給表を除く俸給表の俸給月額を改定することとした。（別表第一〜別表

第九関係） 

２ 勤勉手当の改定 
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㈠ 一二月期の支給割合を一〇〇分の一〇五（特定管理職員にあっては一〇〇分の一二五、指定職俸給表の

適用を受ける職員にあっては一〇〇分の一〇五）に引き上げること等とした。 （法第一条の規定による改

正後の第一九条の七第二項関係） 

㈡ 六月期の支給割合を一〇〇分の一〇〇（特定管理職員にあっては一〇〇分の一二〇、指定職俸給表の適

用を受ける職員にあっては一〇〇分の一〇二・五）に引き上げ、一二月期の支給割合を一〇〇分の一〇〇

（特定管理職員にあっては一〇〇分の一〇（特定管理職員にあっては一〇〇分の一二〇、指定職俸給表の

適用を受ける職員にあっては一〇〇分の一〇二・五）に引き下げること等とした。 （法第二条の規定によ

る改正後の第一九条の七第二項関係） 

二 一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律及び一般職の任期付職員の採用及び給

与の特例に関する法律の一部改正関係 

１ 俸給表の改定 

㈠ 第一号任期付研究員に適用する俸給表及び第二号任期付研究員に適用する俸給表の俸給月額を改定する

こととした。（一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律第六条関係） 

㈡ 特定任期付職員に適用する俸給表の俸給月額を改定することとした。 （一般職の任期付職員の採用及び

給与の特例に関する法律第七条第一項関係） 

２ 期末手当の改定 

㈠ 一二月期の支給割合を一〇〇分の一六七・五に引き上げることとした。 （法第三条の規定による改正後

の一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律第七条第二項及び法第四条の規定

による改正後の一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律第八条第二項関係） 

㈡ 六月期の支給割合を一〇〇分の一六五に引き上げ、一二月期の支給割合を一〇〇分の一六五に引き下げ

ることとした。（法第五条（第一号に係る部分に限る。 ） の規定による改正後の一般職の任期付研究員の

採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律第七条第二項及び法第五条（第二号に係る部分に限る。）の規

定による改正後の一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律第八条第二項関係） 

三 この法律は、公布の日から施行することとした。ただし、一の２㈡及び二の２㈡は令和五年四月一日から施

行し、一の１及び二の１は令和四年四月一日から適用することとした。 

---------- 

◇人事院規則九－八（初任給、昇格、昇給等の基準）の一部を改正する人事院規則（人事院規則第 9－8－91号） 

   [官報] 令和 4年 11月 18日 号外 第 246号 67～104頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221118/20221118g00246/20221118g002460067f.html 

----- 

◇人事院規則九－四〇（期末手当及び勤勉手当）の一部を改正する人事院規則（人事院規則第 9－40－59号） 

   [官報] 令和 4年 11月 18日 号外 第 246号 105～108頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20221118/20221118g00246/20221118g002460105f.html 

---------- 

◇令和５年３月大学等卒業予定者の就職内定状況（10月１日現在）を公表します 

＜厚生労働省 2022年 11月 18日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=s1ZoVbYUrRbTE6khY 

＜文部科学省 2022年 11月 18日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/agm7adaardiA73bR 

 

・大学生の就職内定率は10月時点で74％ 

＜共同通信 2022年11月18日＞ https://www.47news.jp/news/8587048.html 

 厚生労働省は18日、来春卒業予定で就職を希望する大学生の10月1日時点での内定率が、前年同期を上回る

74.1％だったと発表した。 

---------- 

◇医学教育モデル・コア・カリキュラム（令和 4年度改訂版）、歯学教育モデル・コア・カリキュラム（令和 4

年度改訂版）の公表について 
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＜文部科学省 2022年 11月 18日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/agm7adaardiA73bL 

このたび、医学生・歯学生が卒業時までに身に付けておくべき、必須の実践的診療能力（知識・技能・態度）に

関する学修目標等を示した「医学教育モデル・コア・カリキュラム」、「歯学教育モデル・コア・カリキュラム」

が改訂されましたので公表いたします。 

1．経緯 

平成 13年 3月に「医学教育モデル・コア・カリキュラム」及び「歯学教育モデル・コア・カリキュラム」を策定

しました（平成 19年 12月、平成 23年 3月、平成 29年 3月改訂）。 

令和 3年 8月に「モデル・コア・カリキュラム改訂に関する連絡調整委員会（第１回）」が開催され、新たな改訂

に向けて検討を開始し、5回にわたる連絡調整委員会の開催、パブリック・コメント等を経て、医学教育モデル・

コア・カリキュラム（令和 4年度改訂版）、歯学教育モデル・コア・カリキュラム（令和 4年度改訂版）を決定し

ました。 

2．内容 

別添資料のとおり。 

医学教育モデル・コア・カリキュラム（令和 4年度改訂版） 

   https://www.mext.go.jp/content/20221118-mxt_igaku-000026049_00001.pdf 

歯学教育モデル・コア・カリキュラム（令和 4年度改訂版） 

   https://www.mext.go.jp/content/20221118-mxt_igaku-000026049_00002.pdf 

********************************************************************************************* 

[8] 関連会議等の開催案内、記録・報告、資料等 

[開催案内] 

・薬事・食品衛生審議会 血液事業部会（ペーパーレス）を開催します   12月２日 

＜厚生労働省 2022年 11月 18日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=4wY4BeZE_UaDQ-xxY 

１．令和５年度の献血の推進に関する計画（案）について 

２．令和５年度の血液製剤の安定供給に関する計画（需給計画）（案）について 

３．その他 

・中央環境審議会地球環境部会・総合政策部会炭素中立型経済社会変革小委員会（第９回）の開催について 

   11月 25日 

＜環境省 2022年 11月 18日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00820.html 

1. 有識者等からのヒアリング 

2. 今後 10年を見据えた取組の方向性について 

3. その他 

・日本産業標準調査会標準第一部会 第４１回化学・環境技術専門委員会   12月 5日 

＜経済産業省 2022年 11月 18日＞ 

https://wwws.meti.go.jp/interface/honsho/committee/index.cgi/committee/48307 

1. 前回議事録の確認 

2. 日本産業規格改正審議 

3. その他 

・日本産業標準調査会標準第一部会第 27回消費生活技術専門委員会   11月 28日 

＜経済産業省 2022年 11月 18日＞ 

https://wwws.meti.go.jp/interface/honsho/committee/index.cgi/committee/48246 

1. 前回議事録の確認【報告】 

2. 日本産業規格の制定・廃止【審議】 

3. その他 

・日本産業標準調査会第 49回標準第二部会   11月 22日 

＜経済産業省 2022年 11月 18日＞ 

https://wwws.meti.go.jp/interface/honsho/committee/index.cgi/committee/48232 
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1. 特定標準化機関（CSB）から申出の日本産業規格案について（審議） 

2. 日本産業規格の制定等に係る調査審議の専門委員会への付託について（審議） 

3. 認定産業標準作成機関の産業標準（案）等の作成計画について（報告） 

・薬学系人材養成の在り方に関する検討会（第 4回）の開催について   11月 25日 

＜文部科学省 2022年 11月 18日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/agm7adaardiA73bK 

1. 薬学教育モデル・コア・カリキュラム（案）について 

2. その他 

********************************************************************************************* 

[9] 海外の化学物質管理情報  ＜化学物質国際対応ネットワークマガジン 第 117号 2022年 11月 18日＞ 

○国連における最新動向 

（１）ストックホルム条約残留性有機汚染物質検討委員会第 18回会合（POPRC18）が開催 

 2022年 9月 26日から 30日まで、国連環境計画（UNEP）が事務局を務めている「残留性有機汚染物質に関する

ストックホルム条約」（POPs条約）の「残留性有機汚染物質検討委員会」（POPRC）の第 18回会合がイタリア・ロ

ーマで開催されました。 

 本会合では、デクロランプラス及び UV-328について、条約上の廃絶対象物質（附属書 A）への追加を締約国会

議に勧告することが決定されました。また、中鎖塩素化パラフィン並びに長鎖ペルフルオロカルボン酸（PFCA）

とその塩及び PFCA関連物質について、リスク管理に関する評価を検討することが決定されました。クロルピリホ

スについては、更なる情報収集を行い、引き続き検討することとされました。 

日本環境省 報道発表（日本語） 

https://www.env.go.jp/press/press_00665.html 

（２）ポスト SAICM：戦略的アプローチと 2020 年以降の化学物質と廃棄物の健全な管理を検討する中間プロセ

スに関する第 4回会合 

 2022年 8月 29日～9月 2日、ルーマニアのブカレストにおいて、戦略的アプローチと 2020年以降の化学物質

と廃棄物の健全な管理（ポスト SAICM）を検討する第 4回会期間プロセス会合が開催されました。議題は主に戦

略的アプローチと 2020年以降の化学物質と廃棄物の健全な管理のための国際化学物質管理会議（ICCM5）第 5回

総会までに検討する勧告の策定について議論が行われました。 

 詳細は、本ネットワークウェブサイトにて連載中の環境省吉崎課長補佐執筆のコラムにて、ご紹介いただく予

定です。 

SAICM事務局 News（英語） 

http://www.saicm.org/Beyond2020/IntersessionalProcess/FourthIntersessionalmeeting/tabid/8226/languag

e/en-US/Default.aspx 

化学物質国際対応ネットワーク 専門家の気づき（コラム） 

「ポスト SAICMの枠組みの検討状況と今後の動向」（環境省環境安全課 吉崎仁志課長補佐） 

https://chemical-net.env.go.jp/column_kizuki_yoshizaki.html 

---------- 

○欧州における最新動向 

（１）QSARツールボックス拡張による動物試験代替の化学物質評価の可能性拡大 

 OECD QSARツールボックスに、OPERA（Open (Quantitative) Structure-active/property Relationship App）

拡張機能が追加されました。米国国立環境健康科学研究所（NIEHS）と米国環境保護庁（US EPA）の間で進行中の

連携によって開発された OPERAは、物質の吸収、分布、および代謝に関連する特性を予測することができ、規制

目的での使用が可能な化学的性質を予測する堅牢なモデルを提供します。これにより、リードアクロス

（Read-Across）の正当性が強化され、in vitro試験結果の規制に沿った使用が促進されます。 

 この拡張機能は、QSAR Toolboxリポジトリから無料でダウンロードすることが可能です。その拡張機能には、

化学的危険性を評価するために重要な特性を予測するためのモデルが含まれます。この拡張機能を使用して化学

データベースをスクリーニングし、内分泌かく乱を引き起こす可能性のある物質を特定することが可能です。ま

た、ユーザーが急性経口毒性およびその他の規制関連特性を推定するのにも役立ちます。この新しいアドオンは、
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ユーザーが動物実験を回避しながら、内分泌活性などの化学的性質を予測するのに役立ちます。  

 QSARツールボックスは、欧州化学物質庁（ECHA）と OECDによって共同開発され、規制当局を含め、世界中で

約 30,000人のユーザーがいます。ユーザーは、QSARツールボックスリポジトリから拡張機能を追加し、その機

能を拡張することができます。リポジトリは現在、当局や民間企業によって開発された 10以上の無料の拡張機能

を提供しています。 

ECHA News（英語） 

https://echa.europa.eu/-/qsar-toolbox-extension-broadens-possibilities-for-animal-free-chemicals-ass

essment 

（２）拡大する有害化学物質に関する情報共有 

 EUは、2022年 10月 12日、欧州 PIC（事前のかつ情報に基づく同意の手続き）規則の下、化学物質の輸出が行

われる前に、非 EU輸入国当局にこれらの輸出通知を提供する必要があります。それらには、PICにリストされて

いる有害化学物質が輸出される場所、用途に関する情報が含まれており、それらの危険な特性に関する情報が提

供されています。これには、それらを安全に保管、輸送、使用、廃棄する方法が含まれます。 

ECHA News（英語） 

https://echa.europa.eu/documents/10162/1244645/pic_article_20_report_2020-2021_en.pdf/ee713a0c-d61b-

d487-4a22-2d48f0a8d6c8?t=1665552967867 

ECHA Report on the exchange of information under the PIC Regulation in 2020-2021（英語） 

https://echa.europa.eu/-/sharing-of-information-on-hazardous-chemicals-continues-to-increase 

（３）SCIPデータベースの評価公開 

 ECHAは、2022年上半期、高懸念物質（SVHC）を含有する成形品の欧州のデータベース（SCIPデータベース）

の評価を実施し、外部プロバイダーによって最終決定が行われました。この評価の一環として、専門調査が組織

され、廃棄物処理業者、NGO、加盟国などの回答者が利用可能になりました。 

同調査の目的は、SCIPデータベースの目的がどの程度達成されているか、ECHAがデータベースの設定と維持にお

いてその義務を果たしたかどうかを評価することにあります。また、同調査では、過去のコスト評価と将来の SCIP

関連の支出予測も提供されています。 

ECHA News（英語） 

https://echa.europa.eu/-/evaluation-of-scip-database-published 

ECHA First ex-post Evaluation of SCIP（英語） 

https://echa.europa.eu/documents/10162/6205986/scip_evaluation_report_en.pdf/2c677149-e876-f2b1-0ba7

-3daca0a419ef?t=1665556373094 

---------- 

○米国における最新動向 

（１）EPAは、地域社会を化学事故から保護するための規制強化を提案 

 2022年 8月 19日、米国環境保護庁（EPA）は、リスク管理プログラム（RMP）規則の改訂を提案しました。同

規則の改訂は、「化学事故防止規則によるより安全なコミュニティ」として、脆弱なコミュニティ、特に事故率の

高い施設の近くに住む人々を化学物質事故から保護することを目的に提案されました。これは、既存のプログラ

ムを強化し、従業員の参加強化や安全決定に関するコミュニティの透明性など、これまで同規則では対処されて

いなかった新しい保護手段を含みます。 

RMP規則は、事故率の高い産業施設に対し、死亡、負傷、財産や環境への損害、周辺地域での避難を必要とする

危険な化学物質の偶発的な空気放出の防止を要求することにより、公衆衛生と環境を保護します。これら施設は、

歴史的に汚染による不均衡な負担を負ってきたコミュニティに隣接することが多いことから、同規則は、環境正

義を推進するための EPAの重要な作業としてみなされています。 

EPAは、偶発的な化学物質の放出とその悪影響の頻度を減らすことにより、より安全なコミュニティを促進する

修正案を提案しています。RMP規制の強化提案により、一部の施設は化学物質の事故、特に最も頻繁または重大

な事故が発生するタイプの施設を防止するためにより多くのことに対処する必要があります。2019年に RMP規則

に加えられた変更は、バイデン大統領の大統領令第 13990号「公衆衛生と環境を保護し、気候危機に取り組むた
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めの科学の回復」の下での行動とみなされます。 

提案規則における重要事項は以下のとおりです。 

・RMP施設の近くに住む地域社会に、より大きな保護を提供する。 

・自然災害と気候変動のリスク評価のための規制施設の要件を強調する。 

・多様なコミュニティに必要とされる言語で情報を利用可能にすることで、環境正義を促進する。 

・事故率の高い特定の施設においては、より安全な技術と代替分析を必要とする。 

・施設の事故防止要件における従業員の参加と意思決定の機会を促進する。 

・事故実績の少ない施設については第三者監査を義務付ける。  

・施設の計画と準備の取り組みを強化する。 

米国環境保護庁 News（英語） 

https://www.epa.gov/newsreleases/epa-proposes-stronger-regulations-protect-communities-chemical-acci

dents 

---------- 

○中国における最新動向 

（１）「第 14次環境保健事業 5か年計画」の発令 

 中国生態環境部は、2022年 7月 22日、「第 14次環境保健事業 5か年計画」を策定しました。化学物質管理に

関し、第 4章 10項に以下内容が記載されています。 

・「生態環境健康リスク評価に関する技術ガイドラインの概要」に基づき、データ品質評価や不確実性分析などの

環境健康リスク評価の一般的な技術と方法について、基準と仕様を策定する。主要な地域については、主要産業、

建設プロジェクト、化学物質や汚染された土地などの健康リスクの防止と制御を目的に、特定の生態学的および

環境管理のニーズを満たすため、管理適用基準および仕様を策定し、一連の環境健康リスク評価のソフトウェア

ツールを開発する。 

・主要な有毒および有害汚染物質をスクリーニングし、関連する基準を策定および改訂を行うための基礎情報を

提供するため、健康リスク防止および管理に関する環境ベンチマーク研究を実施する。 

・新規汚染物質の環境健康リスク評価のための技術基準体系の構築を探究し、残留性有機汚染物質、内分泌かく

乱物質、抗生物質などの新規汚染物質の調査とモニタリング、危険性評価、暴露評価、リスク特性評価などの技

術的方法を研究する。  

中国生態環境部 News（中国語） 

https://www.mee.gov.cn/xxgk2018/xxgk/xxgk05/202207/t20220729_990245.html 

中国生態環境部 第 14次環境保健事業 5か年計画（中国語） 

https://www.mee.gov.cn/xxgk2018/xxgk/xxgk05/202207/W020220729350033305073.pdf 

（２）主要新規汚染物質規制リスト（2022年版）に対する意見公募 

 中国生態環境部は、2022年 9月 27日、「新規汚染物質管理行動計画」（国発[2022]第 15号）にしたがい、「主

要新規汚染物質規制リスト（2022年版）」発行に向けた「主要な管理および管理のための新規汚染物質リスト第

一段リリース」の要件について、意見公募を開始しました。 

 各機関、組織、企業、および個人は、2022 年 10月 28日までコメントまたは提案を行うことができました。 

中華人民共和国生態環境部 News（中国語） 

https://www.mee.gov.cn/xxgk2018/xxgk/xxgk06/202209/t20220927_995054.html 

---------- 

○ベトナムにおける最新動向 

（１）化学物質事故対応におけるベトナムの国家管理の強化 

 商工省によって承認された化学物質事故防止および対応計画によると、化学品製造企業は毎年、商工省、中央

または地方の専門管理機関の協力の下、化学品事故対応訓練を行う必要があります。商工省のフート省（Phu Tho

省）当局は、事故対応訓練により、化学企業の安全作業に従事する従業員の対応能力を最大限に高め、人や環境

への影響を最小限に抑えることが可能になるとしています。 

 2022年 2月 16日、商工省のフート省当局は、2022年の化学物質の国家管理に関する規則、 化学物質事故の防
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止と対応のための訓練実施に関する計画 No. 84/KH-SCTは「訓練を組織し、関連機関、部隊、企業の指示と参加

の下、プロセス、技術規則、専門的スキルを適用し、事故に対応する準備ができているかどうかを評価し、想定

される事象を処理する際に機関、部隊、企業間で相乗的に調整能力を促進する」目的において発行しました。同

法的文書の対象範囲は、基本的に中央から地方レベルまでを対象とし、化学品製造企業は法規に従って対応を行

います。 

 同省内の化学薬品製造会社 5社は、2022年 9月 23日から 25日まで、化学薬品事故を防止、対応を行うための

演習を実施しました。 

ベトナム商工省化学物質庁（VINACHEMIA） News（ベトナム語） 

http://www.cuchoachat.gov.vn/tin-tuc/phu-tho-tang-cuong-quan-ly-nha-nuoc-ve-ung-pho-su-co-hoa-chat.h

tml 

********************************************************************************************* 

[10] その他 

◇インフルエンザ、感染症関係 

・インフルエンザに関する報道発表資料 

＜厚生労働省 2022年 11月 18日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=0zYINdZ0zXazc9hBY 

・インフルエンザの発生状況 

＜厚生労働省 2022年 11月 18日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=M9bo1TaULZZTkz-hY 

 

・野鳥における高病原性鳥インフルエンザ発生状況について （陽性確定、秋田県大館市（野鳥国内 34例目）） 

＜環境省 2022年 11月 18日＞ https://www.env.go.jp/press/111118_00036.html 

・野鳥における高病原性鳥インフルエンザ発生状況について （陽性確定、山形県鶴岡市（野鳥国内 33例目）） 

＜環境省 2022年 11月 18日＞ https://www.env.go.jp/press/111118_00035.html 

・新潟県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認について 

＜農林水産省 2022年 11月 18日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/221118_5.html 

・鹿児島県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認について 

＜農林水産省 2022年 11月 18日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/221118.html 

 

・鹿児島県で鳥インフル確認 今季九州初、12万羽殺処分 

＜共同通信 2022年 11月 18日＞ https://www.47news.jp/news/8584973.html 

 鹿児島県は 18日、出水市の養鶏場で見つかった高病原性鳥インフルエンザ感染が疑われる事例について、遺伝

子検査の結果、陽性が確認されたと発表した。九州の養鶏場では今季初。県はこの養鶏場で飼育する採卵鶏約 12

万羽の殺処分を開始した。 

 県によると、殺処分は県職員ら約 140人態勢で進める。感染拡大防止のため、半径 10キロ圏内の 107農場で飼

育されている約 500万羽の移動や搬出を制限し、消毒ポイントを養鶏場の周辺 7カ所に設置した。 

 養鶏場側が 17日午前、農協を通じて北薩家畜保健衛生所に通報、簡易検査で陽性が判明していた。 

-------------------- 

◇その他 

・東大、女性教授ら 5割増へ 27年度目標、多様性を重視 

＜共同通信 2022年＞ https://www.47news.jp/news/8587804.html 

 東大（藤井輝夫学長）は18日、2027年度までに女性の教授と准教授を現在より5割ほど増やし、約400人と

する目標を公表した。21年秋に決定した多様性を重視するとの行動計画に基づいており、講師や助教も含め

た女性教員の比率を現在の16％から25％に引き上げる。 

 東大によると、22年5月時点の教授・准教授計2322人のうち、女性は274人。27年度までに女性の教授141

人、准教授165人を新規採用することを決め、退職者を考慮すると女性は約400人になる。講師や助教らの採

用も進め、全教員約4800人の25％（約1200人）を女性とする方針だ。 
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・東大、女性教授・准教授３００人の採用を正式発表…好待遇で外部から招へいも 

＜読売新聞 2022年 11月 18日＞ https://www.yomiuri.co.jp/kyoiku/kyoiku/news/20221118-OYT1T50242/ 

 東京大学は１８日、今年度からの６年間で、女性の教授や准教授約３００人を新たに採用すると正式発表した。

東大の教員（教授・准教授・講師・助教。特任含む）は今年５月現在で４８８５人で、うち女性は８０４人（１

６％）。東大は２０２７年度までに教員の女性比率を２５％に引き上げる方針で、新たに教授１４１人、准教授１

６５人を採用する。女性教員を採用する学部の人件費を支援したり、従来の給与水準を上回る待遇で外部の女性

教授を招いたりするという。 

---------- 

・「隣の研究室、何してる？」縦割りに風穴を 若手研究者らの挑戦 

＜朝日新聞 2022年 11月 19日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQCL7R36QBKTLVB00D.html 

 「隣の研究室で何をしているのかも知らない」とも言われる縦割り社会の大学文化に風を通そうと、熊本大の

若手研究者らが研究分野を超えた交流を続けている。オンラインを中心に活動していたが、10月、研究内容を 1

枚にまとめ、その前で意見を交わすポスター展を初めて開いた。盛り上がりを受け、今後も続ける予定だ。 

 ポスター展を開いたのは文理を問わず集まった約 80人でつくるグループ「Kumadai―Hub」。メンバーの呼びか

けに応え、ポスター展には研究者のほか、学生や研究を支える技術職、大学職員など 80人余りが参加。がんから

交通、AIと考古学のコラボに至るまで、多様なテーマについてまとめられたポスターを前に、研究内容やお互い

の関心分野について質問しあい、盛り上がった。 

 同じ空間で顔を合わせることで、違う専門同士でも議論が広がった。「顔を知っている関係であれば、いざとい

うときに連絡しやすい」とメンバーは口をそろえる。 

 グループは 2019年末に生命科学系の研究者を中心に生まれ、仲間を増やしてきた。コロナ禍もあって、3カ月

に 1回程度のオンライン会合や、SNS上での意見交換が主な活動だったが、互いの研究内容のほか、研究環境や

ポストについての悩み、大学近くのおすすめのお店など、様々な話題が広がった。分野が違っても似た悩みを抱

えていることがわかり、実験の一部を助け合うといった効果も生まれた。 

 理系の学会では発表にポスターが使われることも多く、研究者たちにはなじみ深い。今回、新たな試みとして

ポスター展という形を選んだのは、そのためだ。なじみの薄い分野の人も参加しやすいよう、大まかなレイアウ

トを決め、研究内容のほか、自分のスキルや興味を持っていることも書き込んだ。 

 実は、医学と工学など、違う分野の研究者が共同で取り組む研究は「異分野融合」「学際研究」などとして助成

の対象になるなど、最近注目されている。メンバーからも「専門的なことだけをやっていると、新しいことを見

つけるのが結構大変。ただ、それぞれの分野の『常識』を組み合わせると新しいことが見つかる」との声が上が

る。 

 ただ、活動は共同研究ありきで進めているわけではないという。メンバーの国際先端医学研究機構の滝沢仁副

機構長は「やりたい情熱がハーモニーになって分野をつくれるなら、それが一番幸せ」と、自発的な広がりに期

待する。 

 とりまとめを担った同大職員で、土木工学系の博士課程学生でもある坂井華海さん（29）は、若手が活気づく

ことで、学生や他の若手研究者が、地方の国立大に目を向けるきっかけにもなってほしいと願う。「まずは分野に

閉じこもることをやめる。次は市民との間の壁をなくしてフラットに話ができるようにしたい」。市民と研究者が

気軽に話せるイベントも開きたいという。 

---------- 

・香川大開発のブドウ原料のワイン、19日発売 渋みありさわやか 

＜朝日新聞 2022年 11月 18日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQCK7DDBQCKPTLC00F.html 

香川大学が開発したブドウ「香大農 R―1」を原料に、さぬきワイナリー（香川県さぬき市小田）で醸造された

赤ワイン「ソヴァジョーヌ・サヴルーズ」が 19日に発売される。 

 今年は初の試みとして、ワイナリーで 19日に「新酒まつり」を開く。ワインの試飲や販売のほか、キッチンカ

ーなど約 20社が出店したマルシェも開かれる。 

 ブドウの開発者の望岡亮介・香川大農学部教授は 17日にあった瓶詰め作業で試飲し、「しっかり渋みもあり、

さわやかな味わい。いろんな料理に合うと思う」と評価した。 
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 ワイナリーによると、このブドウは通常の赤ワインに比べ、ポリフェノールが 2～3倍も含まれている。今年は

雨や台風の影響もなく、品質の良いブドウで仕込んだため、例年にも増して味わい深いワインに仕上がったとい

う。 

 今年の発売本数は約 7千本（720ミリリットル換算）。輸入ワインが円安で値上がりする中、昨年と同じ 1本 2310

円でワイナリーや香川大生協、県内の主要酒店で販売する。問い合わせはワイナリー（087・895・1133）。 

******************************************************************* 以上 ******************** 
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